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【要旨】 

近年、医薬品などの生活に関連した未規制化学物質による水環境の微量汚染や、その生理活性に由来する水生

生物への影響が懸念されており、新たな環境問題として注目されている。効果的なリスク削減対策を講じるため

には、多様な化学物質について水環境中における挙動、生態系に与える影響などの解明を進めることが必要であ

る。本研究課題では、環境リスクが比較的高いと考えられる未規制化学物質を対象として、河川流域における実

態把握と環境中動態の解明を行うとともに、これらの物質が水生生態系に与える影響を評価することを目的とす

る。本年度では、多摩川中流域における医薬品類の生態影響を把握するため、河川水の藻類生長阻害試験および

河川水中の医薬品類濃度に基づいて、藻類生長への河川水の総毒性に対する医薬品類の寄与率を推定した。また、

PRTR データ等を用いて、下水処理水中の PRTR 第一種指定化学物質の生態リスク初期評価を実施し、本研究に

おいて河川での実態と挙動を調査すべき化学物質を選定した。 

キーワード：未規制化学物質、慢性毒性単位、PPCPs、PRTR 制度

1．はじめに 

化管法対象物質や医薬品類などの水質規制の対象

となっていない化学物質（未規制物質）の中には、

水溶性が高い物質や、下水道などを通じて処理場へ

運ばれるものの処理しきれずに下水処理水を通して

水環境中に排出される物質が含まれている。近年、

水環境中に流出する未規制物質による水生生物への

影響が懸念されており、水環境における未規制物質

の効率的なリスク管理や削減対策が求められている

1)。 

リスク管理や低減対策を講じる上で、未規制化学

物質の水環境中での存在実態の把握や挙動の解明を

行うとともに、水生生物への影響の評価を行うこと

が必要とされる。本研究課題では、水質汚濁防止法

などの規制対象外となっている化学物質、特に、生

体の特定の生理的調節機能に対して作用する生理活

性物質等について、水環境における環境リスクが懸

念されるものを検討した上で、それらの物質を対象

として水環境中での実態把握と挙動解明を行うとと

もに、これらの物質が水生生態系に対して与える影

響を評価することを目的としている。平成 26 年度

は過年度より河川水中の実態挙動を調査している医

薬品類の生態影響を把握するため、多摩川流域にお

いて、河川水の藻類生長阻害試験および河川水中の

医薬品類濃度に基づいて、藻類生長への河川水の総

毒性に対する医薬品類の寄与率を推定した。また、

PRTR データ等をもとに、水生生態系への影響を行

う必要がある化学物質を選定した。 

2．研究方法 

2．1 河川水の総毒性に対する医薬品類の寄与 

2．1．1 調査地点および調査時期 

多摩川は、山梨県、東京都、神奈川県を流れる多

摩川水系の本川である（延長 138km、流域面積：

1240km2、流域人口：約 380 万人（H17 年）2)）。

代表的な都市河川であり、高度成長期の急激な流域

の都市化の影響を受けて水質が悪化したが、下水道

整備や河川浄化施設の設置などに伴い改善が進み、

近年では中流域（多摩川原橋）の水質は、BOD 

2mg/L 程度で推移している（2001 年以降の環境基

準は B 類型、BOD 3mg/L）。一方で、人口増加およ

び下水道普及率の上昇に伴い、中流域においては河

川流量の 5割以上を下水処理水が占めることもある。

調査地点の概要を図-1 に示す。調査区間では、4 つ

の下水処理場から放流水が流入し、5 つの支川（谷

地川，残堀川，根川，浅川，程久保川）が多摩川に

合流している。浅川と根川の上流には下水処理場が

あり、下水処理場からの放流水が流入している。程
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久保川は流量が少ないことから、本研究では調査対

象から除いた。多摩川本川 3 地点（St. 1－3）、支川

4 地点（St. a－d）の計 7 地点を調査地点とした（図

1）。各調査地点でスポット採水により 1L の水試料

を採取した。本稿では、2012 年 1、2 月の冬季の調

査結果を示す。 
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図 1 調査地点図 

 

2．1．2 藻類生長阻害試験 

 本試験は藻類を河川水試料に一定期間曝露し，指

数増殖期における生長速度を調べ，対照区と比較す

ることにより，藻類の増殖に対する下水試料の毒性

を調査した．本調査では，Harada らの方法 3)を参

考に，96 穴マイクロプレートを用いて実施した．こ

の方法は，試料量が少量で済み，一度に多くの試料

を試験できるなどの利点を有する．被験生物には，

単細胞緑藻ムレミカヅキモ（Pseudokirchneriella 

subcapitata）（NIES-35 株）を，試験培地には AAP

培地を用いた． 

 本研究では，河川水試料ごとに，固相抽出によ

り分画濃縮した試料（以降，濃縮試料）を試験した．

藻類生長阻害試験においては，河川水中に存在する

窒素やリンなどの栄養塩類の濃度が試験結果に影響

することが知られており，毒性がマスキングされて

しまう可能性があるため，固相抽出による分画濃縮

を行った．これにより，評価対象が固相に吸着，脱

離される物質群に限定されるものの，原水よりも濃

縮された状態での曝露が可能になり，通常では明確

にならない毒性を検出することが可能になる．固相

カードリッジには OASIS® HLB Plus Ectraction 

Cartridge（Waters）を使用し，1μmポアサイズの

フィルター（Whatman）でろ過した 1000mL の下

水試料を通水した後にメタノールで溶出し，溶出液

を乾固後に 100μLのDMSOに再溶解させることで，

原水の 10000 倍濃度の濃縮試料を作成した．下水試

料ごとに 96 穴ウェルマイクロプレート 1 枚を用い

て，濃度区に応じて希釈された濃縮試料 200μL，藻

類細胞液 20μL，AAP 培地 20μLを投入し， 2 倍希

釈 10 段階（50 倍，25 倍，12.5 倍，6.3 倍，3.1 倍，

1.6 倍，0.8 倍，0.4 倍，0.2 倍，0.1 倍）5 連の試験

系列を作成した．最大濃度区の曝露溶液中の DMSO

濃度は 0.5%となる．曝露溶液中の DMSO 濃度の違

いによる藻類生長への影響を排除するため，全ての

濃度区で曝露溶液中のDMSO濃度が 0.5%となるよ

うに調整した．また，比較対照のため，ろ過滅菌し

た超純水を用いた 0.5%DMSO 溶液の対照区 5 連を

作成した． 

その他の試験条件は，初期生物量 1×104 cells/mL，

温度 24°C，照度 3000 Lux，振とう速度 120 rpm と

した．24 時間毎にマイクロプレートリーダーを用い

て，各ウェルの吸光度（波長：450 nm）を測定し，

吸光度の増加量と細胞数濃度の検量線を用いて細胞

濃度（cells /mL）に換算した． 

0-72 時間の生長速度とばく露濃度の関係から，対

照区と比較して統計学的に有意な低下が認められな

い最も高い濃縮倍率を，無影響濃度（NOEC，No 

Observed Effect Concentration）として求めた．す

べての試験濃度区で対照区と生長速度に有意な違い

が認められない場合，もっとも高い濃縮倍率である

50 倍を NOEC とした。NOEC の算出には

EcoTox-Statics version 2.6d（日本環境毒性学会）

を用いた． 

NOECの逆数から慢性毒性単位（chronic Toxicity 

Unit、TUc）を推定した 4)。濃縮試料の TUc が 1.25

よりも高い値を示した場合、つまり、濃縮試料の

NOEC が 0.8 倍（河川水試料の 80％希釈水と同等）

よりも低倍率であった場合、その河川水は藻類生長

に対して毒性を示すと判定した。 

2．1．3 寄与率の推定 

河川水の藻類生長への毒性に対する医薬品類の寄

与率を推定した。過年度の研究から生態リスク初期

評価により多摩川中流域において詳細な検討が必要

とされた医薬品類 5 物質（ azithromycin 、

clarithromycin 、 ketoprofen 、 levofloxaxin 、

triclosan ） を 対 象 と し た 。 Azithromycin 、

clarithromycinは抗生物質、ketoprofenは抗炎症剤、

levofloxacin、triclosan は抗菌剤として使用されて

いる。 

河川水の毒性に対する医薬品類の寄与率は以下の

式から算出した。 

 

TU 医薬品類は医薬品類の慢性毒性値、TU 河川水は河川

寄与率（%）=100×TU 医薬品類 / TU 河川水 



水環境中における未規制化学物質の挙動と生態影響の解明 

水の慢性毒性値である。医薬品類の慢性毒性値は河

川水中の医薬品類濃度を文献から収集した藻類生長

に対する医薬品類の NOEC で割ることにより算出

した。各調査地点の医薬品類濃度は、2011 年度の調

査結果を使用した 5)。藻類生長に対する医薬品類の

NOEC について複数の値が公表されている場合、幾

何平均値を算出し、医薬品類の慢性毒性値の算出に

使用した。 

 

2．2 新規の調査対象化学物質の選定 

PRTR制度において第一種指定化学物質とされて

いる化学物質を対象に生態リスク初期評価を実施す

ることで、詳細な評価が必要な化学物質のスクリー

ニングを行った。PRTR 制度では、事業者は化学物

質の排出量と移動量を年 1 回、国に届け出る義務を

負い、国はこれを集計するとともに、届出外も含め

た排出量・移動量の推計を行っている。この情報を

活用して、下水道への化学物質流入量の情報を得る

ことが可能であり、水生生物への曝露を評価するた

めのデータとして利用することができる。 

 評価対象とする PRTR 第一種指定化学物質の下

水処理水中濃度は、「PRTR 届出外排出量の推計方

法等の概要」（以下、「届出外推計」という）におけ

る『全国の下水処理施設から公共用水域への年間排

出量の推計値』を『全国の年間処理水量』で除する

ことで推計した。その際に、『全国の年間処理水量』

として、「下水道統計」の“水処理施設・年間処理水

量[m3/year]”の全国合計を適用した。求められた値

を全国における年間の平均的な下水処理水中濃度の

推計値として初期リスク評価に使用した。本研究で

は、平成 22、23、24 年度の届出データを基に推計

された年間排出量 6,7,8)と全国の年間処理水量 9,10,11)

から、各年度における化学物質の下水処理水中濃度

を推計した。 

 評価対象とした化学物質について、公表されてい

る資料 12-16)から、生態リスクの初期評価に用いる毒

性値の情報（以下、毒性情報等という）を収集した。

収集した水生生物に対する毒性情報等を予測無影響

濃度としてリスク評価に使用した。複数の資料から

化学物質の毒性情報等が得られた場合、原則として

最も強い毒性値をリスク評価に採用した。 

 対象とした化学物質に対する初期リスク評価とし

て、「環境リスク初期評価」などで用いられているハ

ザード比（Hazard Quotient ：HQ）を用いた評価

を実施した 17)。この手法では、HQ が一定の基準値

（例えば 1）を上回っているかどうかで、各物質の

リスクの有無を明確化できるという利点がある。水

生生物が無希釈の下水処理水に曝露される高リスク

のシナリオを想定し、安全側の生態リスクの初期評

価を行った。式(2)に従い、推定下水処理水中濃度を

予測無影響濃度で除することにより HQ 生態を算出

した。 

 

本研究では、HQ が 1 を超えた物質を詳細な評価が

必要とされる物質として評価した。 

 

3．研究結果 

3．1 河川水の総毒性に対する医薬品類の寄与 

3．1．1 藻類生長阻害試験 

図 2 に試験結果から求めた慢性毒性単位を示す。

全ての調査地点で慢性毒性単位は 1.25 よりも小さ

い値を示したことから、調査地点の河川巣は藻類生

長への毒性を示さないことが示唆された。 

 

 

3．1．2 寄与率 

表 1に本研究で使用した藻類生長に対する医薬品

類 5 物質の NOEC 値を示す。NOEC の値は

Triclosan 、 azithromycin 、 clarithromycin 、

ketoprofen、levofloxacin の順であった。 

図 3に河川水の藻類生長への毒性に対する各医薬

品類の寄与率を示す。azithromycin、clarithromycin

と triclosan は ketoprofen と levofloxacin よりも寄

与率が高かった。Azithromycin、clarithromycin と 

 

 

図 2 河川水の藻類生長阻害結果 
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表 1 ムレミカヅキモの成長阻害に対する医薬品類

5 物質の NOEC 

化学物質名 
幾何平均値 

(μg/L) 

毒性値 

(μg/L) 

参考 

文献 

Azithromycin 7.0 4.2 18 

  5.2 19 

  16 20 

Clarithromycin 10.1 3.1 21 

  5.2 19 

  10 18 

  16 20 

  <40 22 

Ketoprofen 126 16 20 

  1000 19 

Levofloxacin 370 260 19 

  310 21 

  630 20 

Triclosan 1.3 0.2 22 

  0.5 23 

  1 16 

  1 18 

  6.3 20 

  8.3 19 

 

triclosanの 3物質では、triclosan、clarithromycin、

azithromycin の順に高い寄与率を示した。 

比較的高い河川水の毒性単位を示した本川調査地

点 St. 2 と支川調査地点 St. c において、河川水の毒

性単位に対する医薬品類の寄与率が大きく異なって

いた。調査地点 St. 2 では、 azithromycin、

clarithromycin と triclosan の寄与率はそれぞれ

10%程度であった。一方で、調査地点 St. c において、

各医薬品類は 20 から 40%と高い寄与率を示した。 

 

調査地点 St. 2 では医薬品類の分解や底質への吸着

が進み、他の物質による毒性への寄与が大きかった

ことが考えられる。一方で、調査地点 St. c は下水処

理場放流口の直下流に位置するため、医薬品類の分

解や底質への吸着が進んでいなかったため、医薬品

類の寄与が大きかったことが考えられる。 

3．2  新規の調査対象化学物質の選定 

 平成 22年度のデータから146物質、平成23年度

のデータから 145 物質、平成 24 年度のデータから

145 物質の生態リスク初期評価を実施した。図 4 に

平成22年度から24年度の評価においてHQが1より

も大きい値を示したPRTR第一種指定化学物質15物

質のHQ値を示す。平成 22 年度から平成 24 年度にわ

たってハザード比が1を上回った物質は11物質であ

った。ピリジン、N, N－ジシクロヘキシルアミンは

平成 24 年度において HQ が 1 を下回った。グルタル

アルデヒドは平成23年度にハザード比が1を上回っ

たものの、平成24年度でハザード比が1を下回った。

ヘキサデシルトリメチルアンモニウム＝クロリド

（HDTMAC）は平成 23 年度において 1 を下回る HQ

を示したが、その値は 0.94 と 1 に近く、平成 22 年

度と 24 年度では 1 よりも高い HQ 値を示した。これ

らの物質は河川における実態と挙動の調査を実施す

る必要のある候補物質として考えられる。 

 

 

 

 

図 3 河川水の毒性に対する医薬品類 5 物質の寄与率 
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4．まとめ 

 本研究では、多摩川流域を対象として、藻類を用

いた生物試験により、藻類生長に対する河川水の毒

性を調査するとともに、河川水の毒性に対する河川

水中の医薬品類の寄与率を推定した。また、下水処

理水中に含まれる PRTR 第一種指定化学物質を対

象に生態リスク初期評価を実施し、新規に調査対象

とする化学物質を選定した。その結果、以下のこと

が明らかになった。 

１）多摩川中流域において、河川水による藻類生長

への毒性は検出されなかった。 

２）Azithromycin、clarithromycin、ketoprofen、

levofloxacin、triclosan について、河川水の藻類生

長に対する寄与率を調査したところ、azithromycin、

clarithromycin、triclosan が比較的高い寄与率を示 

 

した。 

３）生態リスク初期評価により、河川における実態

と挙動の調査を実施する必要のある候補物質として

15 物質を抽出した。 

今後、医薬品類の生態影響について詳細に調査する

ともに、抽出した候補物質について、実河川での実

態や挙動の調査を行っていく予定である。 
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Abstract: In recent years, micro pollution of aquatic environment by unregulated chemical substances and 

their ecological risks have become an emerging public concern. To effectively control the risks, it is needed 

that occurrence, fate and ecological effect of various chemicals in aquatic environment are elucidated. The 

objectives of this research were 1) to initially assess the risk of various chemicals without regulated by the 

Water Pollution Control Act, especially physiological active substances, 2) to elucidate the occurrence and 

fate of priority substances in aquatic environment, and 3) to evaluate the ecological effect on aquatic 

organisms in detail. In FY2014, we conducted an algal growth inhibition test of water samples of the Tama River and its 

tributaries using Pseudokirchneriella subcapitata to evaluate the toxicity of each sample and contributions of PPCPs on the 

toxicity of the water sample to the algal species. To extract chemicals whose occurrence and fate in Japanese rivers should be 

examined in our study, we conducted initial ecological initial risk assessments for Class 1 substances under the Japanese 

Pollutant Release and Transfer Register (PRTR) system by using Japanese PRTR data and Japanese sewage statistics.. 
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